
令和 2 年１月 27 日  

九 州 地 方 整 備 局  

筑後川河川事務所  

 

 

第 1 回 筑後川・矢部川水系既存ダム洪水調節機能強化に

係る協議会 

 

 

議事次第 

 

 

1. あいさつ 

2. 議事： 

① 既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針について 

② 規約について 

③ 検討スケジュールについて 

④ 治水協定の概要 

⑤ その他 

 次回以降の協議会の日程調整 

 









Ａ W Ｉ Ｐ

下筌 筑後川 津江川 九州地⽅整備局 FNP 九州電⼒㈱

松原 筑後川 筑後川 九州地⽅整備局 FNWP ⽇⽥市 九州電⼒㈱

寺内 筑後川 佐⽥川 ⽔資源機構 FNAW
①福岡県
②⽔資源機構

①佐賀東部⽔道企業団
②⽔資源機構
③福岡県南広域⽔道企業団
④⿃栖市

⼤⼭ 筑後川 ⾚⽯川 ⽔資源機構 FNW
①⽔資源機構
②福岡県南広域⽔道企業団

⼭神 筑後川 ⼭⼝川 福岡県 FNW ⼭神⽔道企業団

藤波 筑後川 巨瀬川 福岡県 FNP うきは市（従）

江川 筑後川 ⼩⽯原川 独⽴⾏政法⼈⽔資源機構 AWIP
①福岡県
②⽔資源機構

①佐賀東部⽔道企業団
②⽔資源機構
③福岡県南広域⽔道企業団
④⿃栖市

⽔資源機構
福岡県（従）
福岡市（従）

独⽴⾏政法⼈⽔資源機構

⼭⼝調整池 筑後川 兎ヶ原川 独⽴⾏政法⼈⽔資源機構 W ⽔資源機構 独⽴⾏政法⼈⽔資源機構

合所 筑後川 隈上川 福岡県農林⽔産部 AW 農林⽔産⼤⾂
①福岡県南広域⽔道企業団
②福岡地区⽔道企業団

福岡県、農林⽔産⼤⾂

河内 筑後川 ⼤⽊川 ⿃栖市 FA ⿃栖市 佐賀県

夜明 筑後川 筑後川 九州電⼒(株) P 九州電⼒㈱ 九州電⼒（株）

地蔵原 筑後川 地蔵原川 九州電⼒(株) P 九州電⼒㈱ 九州電⼒（株）

⾼瀬川 筑後川 ⾼瀬川 九州電⼒(株) P 九州電⼒㈱ 九州電⼒（株）

⽔呑 筑後川 ⼭中川 筑紫野市 W 筑紫野市 筑紫野市

広川 筑後川 広川 広川町 F 福岡県

松⽊ 筑後川 松⽊川 九重町 AP ⼤分県 ⼤分県（従属） ⼤分県

筑後川⽔系 対象ダム⼀覧

※ F:洪⽔調節､N:流⽔の正常な機能の維持､A:農業､W:上⽔道､I:⼯業､P:発電

所有者

関係利水者
（ダムに権利を有するもの） 従属発電

（要確認）
目的管理者ダム名 水系 河川名



Ａ W Ｉ Ｐ

⽇向神 ⽮部川 ⽮部川 福岡県 FNP 福岡県企業局

松瀬 ⽮部川 ⽮部川 福岡県企業局 ⽮部川発電事務所 P
①福岡県企業局
②筑後川⼟地改良区

福岡県企業局

⽮部川⽔系 対象ダム⼀覧

ダム名 水系 河川名 管理者 目的

関係利水者
（ダムに権利を有するもの） 従属発電

（要確認）
所有者



 

1 2 1 2  

 

1460 180 m 3

54 m 3  
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 矢部川水系既存ダム洪水調節機能強化に係る協議会規約（案） 

 

（名称） 

第１条 本会は、矢部川水系既存ダム洪水調節機能強化に係る協議会（以下「協

議会」という。）と称する。  

 

（目的） 

第２条 協議会は、「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針」（令和

元年 12 月 12 日既存ダムの洪水調節機能強化に向けた検討会議）に基づき、

緊急時において矢部川水系の既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活

用できるよう、必要な事項について関係者が連携し協議することを目的とす

る。 

 

（協議事項） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため次の事項を協議するものとする。 

（１）治水協定の締結に関すること。 

（２）工程表の作成に関すること。 

（３）その他協議会の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

 

（組織） 

第４条 協議会は、別表に掲げる河川管理者、ダム管理者並びに関係機関で構成

するものとする。 

２ 協議会の会長は、九州地方整備局筑後川河川事務所副所長の職にある者を

もって充てる。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を掌理するものとする。 

 

（事務局） 

第５条 協議会の事務を行うため、事務局を筑後川河川事務所管理課に置く。 

 

（雑則） 

第６条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が協議会に諮って定めるものとする。 

 

 附則  

    この規約は、令和２年１月２７日から施行する。 

 

資料２-２



所　属 役　職

河川管理者 筑後川河川事務所 技術副所長（会長）　

管理課長

専門官

管理係長（事務局）

福岡県　県土整備部　 河川管理課　課長補佐

ダム管理者日向神ダム 福岡県　八女県土整備事務所 日向神ダム管理出張所長

松瀬ダム 福岡県企業局 矢部川発電事務所長

関係機関 福岡管区気象台　気象防災部 予報課 大規模氾濫対策気象官

矢部川水系既存ダム洪水調節機能強化に係る協議会について

構成メンバー(案）

区　分



 筑後川水系既存ダム洪水調節機能強化に係る協議会規約（案） 

 

（名称） 

第１条 本会は、筑後川水系既存ダム洪水調節機能強化に係る協議会（以下「協

議会」という。）と称する。  

 

（目的） 

第２条 協議会は、「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針」（令和

元年 12 月 12 日既存ダムの洪水調節機能強化に向けた検討会議）に基づき、

緊急時において筑後川水系の既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活

用できるよう、必要な事項について関係者が連携し協議することを目的とす

る。 

 

（協議事項） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため次の事項を協議するものとする。 

（１）治水協定の締結に関すること。 

（２）工程表の作成に関すること。 

（３）その他協議会の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

 

（組織） 

第４条 協議会は、別表に掲げる河川管理者、ダム管理者並びに関係機関で構成

するものとする。 

２ 協議会の会長は、九州地方整備局筑後川河川事務所副所長の職にある者を

もって充てる。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を掌理するものとする。 

 

（事務局） 

第５条 協議会の事務を行うため、事務局を筑後川河川事務所管理課に置く。 

 

（雑則） 

第６条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が協議会に諮って定めるものとする。 

 

 附則  

    この規約は、令和２年１月２７日から施行する。 

 

資料２-１



所　属 役　職

河川管理者 筑後川河川事務所 技術副所長（会長）　

管理課長

専門官

管理係長（事務局）

福岡県　県土整備部　 河川管理課　課長補佐

佐賀県　県土整備部 河川砂防課　技術監

大分県　土木建築部 河川課　課長補佐

熊本県　土木部　河川港湾局 河川課　審議員

ダム管理者下筌ダム 筑後川ダム統合管理事務所 技術副所長

松原ダム 管理課長

寺内ダム 施設管理課長

大山ダム 大山ダム管理室長 

江川ダム 寺内ダム管理所長

山口調整池 両筑平野用水管理所長

山神ダム 福岡県　那珂県土整備事務所 山上・牛頚・北谷ダム管理出張所長

藤波ダム 福岡県　久留米県土整備事務所 藤波ダム管理出張所長

合所ダム 福岡県　農林水産部　 農山漁村振興課　企画監

　 福岡県　朝倉農林事務所 合所ダム管理出張所長

河内ダム 佐賀県　農林水産部 農地整備課　技術監

農山漁村課　副課長

佐賀県　東部農林事務所 副所長

鳥栖市 農林課長　　

夜明ダム 九州電力（株）大分支社　 技術部　日田土木補修所長

地蔵原ダム

高瀬川ダム

水呑ダム 筑紫野市　環境経済部 上下水道工務課長

福岡県　農林水産部 農林森林整備課　技術補佐

広川町 産業振興課長

大分県　西部振興局 農村基盤部　企画調査班　課長補佐

九重町　建設課 建設課長

関係機関 九州農政局　農村振興部 事業管理調整官

設計課　水利計画官

水利整備課 課長補佐

北部九州土地改良事務所　企画課長

佐賀県　城原川ダム等対策室 ダム対策室長　

福岡管区気象台　気象防災部 予報課 大規模氾濫対策気象官

松木ダム

筑後川水系既存ダム洪水調節機能強化に係る協議会について

構成メンバー(案）

区　分

独立行政法人　水資源機構　筑
後川局

広川ダム



（案） 
 
 

検討スケジュールについて 

 

 

 

 

1. 協議の場の開催 

 第 1回 令和 2年 1月 

 第 2回 令和 2年 3月 

 第 3回 令和 2年 5月  

2. 対象ダムの構造条件等の確認等 

 2 月～3月 

3. 治水協定の締結 

 調整・確認 2月～3月 

 締結  3 月 

4. 緊急時の連絡体制構築 

 2 月～3月 

5. 事前放流実施演習（情報連絡共有訓練） 

 4 月～5月 

6. 情報網の整備、ダムリアルタイムデータの「川の防災情報」への提供（シス

テム接続） 

 河川管理者、ダム管理者との調整 2月～3月 

 設計・整備     4 月～ 

7. 工程表の作成 

 5 月までに作成 

8. 各ダムで操作規程変更、実施要領策定 

 出水期までに策定 

資料３

当面の主な検討スケジュールは以下のとおり予定しています。 

なお、今後の調整によっては変更になる場合があります。 



未定稿 

治水協定の概要 

 
 
 
 
 
 
 
１． 洪水調節機能強化の基本方針 （      は、基本方針より引用）  
＜治水協定の主な内容＞ 

○ 洪水調節機能強化の基本方針 
 水害発生が予想される際における洪水調節容量と洪水調節に利用可能な利水

容量（洪水調節可能容量） 
 時期ごとの貯水位運用の考え方 

 既存ダムの洪水調節機能強化のための方策として、事前放流を実施する

旨を記述。 

 既存ダムについては別紙にて一覧表とし、各ダムの洪水調節容量、各ダ

ムの利水容量のうちの洪水調節に利用可能な容量（洪水調節可能容量）

を記述。 

 既存ダムの利水容量から水利用への補給を行う可能性が低い期間があ

る場合に、その期間を通じて常に事前放流をした状態とすること（運用水

位の低下）について、個別に検討・実施する旨の記述。 

 

○ 事前放流の実施方針 
 事前放流の実施判断の条件（降雨量等） 
 事前放流の量（水位低下量）の考え方 

 気象情報の提供に関する事項、事前放流の実施に係る情報共有につい

ての記述 

※ この資料は、今後、締結する治水協定に記載が想定される事項を九州地方整備局として整

理し、現時点の概要として記述したものです。このため今後の精査等により変更や追記が

生じる場合があります。 

資料４



 事前放流の実施判断の条件として、台風の進路や降雨予測（大雨特別

警報の基準、治水計画で目標とする洪水と同規模の降雨等を想定）につ

いて記述 

 水位低下の具体的な考え方について記述 

 事前放流のルールの策定 

 

○ 緊急時の連絡体制 
 河川管理者、ダム管理者、関係利水者及び関係地方公共団体の間で、洪水中に

も即時･直接に連絡を取れる体制の構築 

 
 

○ 情報共有のあり方 
 河川管理者、ダム管理者、関係利水者及び関係地方公共団体の間で、共有する

情報（降雨予測、ダムの水位･流入量・放流量、下流河川の水位、避難に係る発

令状況等）及びその共有方法 

 
 

○ 事前放流等により深刻な水不足が生じないようにするための措置がある場合に

はその内容（水系内での弾力的な水の融通方法等） 

 
 

○ 洪水調節機能の強化のための施設改良が必要な場合の対応 

 放流設備の放流能力が小さい場合に、施設改良をすることにより洪水調

節機能の強化が可能となる場合には、当該ダム管理者及び関係利水者

の理解を得た上で、河川管理者と当該ダム管理者及び関係利水者が協

力し、別途作成する工程表に則って必要な対応を進めていく旨を記述。 
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九 州 地 方 整 備 局
Kyushu Regional Development Bureau

筑 後 川 河 川 事 務 所

筑後川流域・矢部川流域 ダム位置図

日向神ダム
（福岡県）

松瀬ダム
（福岡県企業局）

下筌ダム
（直轄）

松原ダム
（直轄）

大山ダム
（水資源機構）

寺内ダム
（水資源機構）

江川ダム
（水資源機構）山神ダム

（福岡県）

山口調整池
（水資源機構）

藤波ダム
（福岡県）

合所ダム
（福岡県）

河内ダム
（鳥栖市）

夜明ダム
（九州電力）

地蔵原ダム
（九州電力）

高瀬川ダム
（九州電力）

広川ダム
（福岡県）

松木ダム
（大分県）

水呑ダム
（筑紫野市）

：直轄

：水機構

：補助

：利水

凡 例

参考③



九 州 地 方 整 備 局
Kyushu Regional Development Bureau

筑 後 川 河 川 事 務 所

ダム情報（貯水位、流入量、放流量）未公開ダムの対応

■ダム情報の提供に向けた作業の流れ（案）

①ダム情報公開状況の確認

②情報提供の趣旨説明・依頼

③ダム情報提供に関する協定締結（変更）

④各ダム、河川管理者におけるハード整備

管理者 ダム名 ダム情報
公開状況

（川の防災情報）

協定
締結状況

備考

九州地方整備局 下筌、松原 公開 締結済み

福岡県 日向神、山神、藤波、合所、広川 公開 締結済み

大分県 松木 未公開 未締結 その他県ダム協定
締結あり

水資源機構 寺内、大山、江川、山口調整池 一部公開 締結済み 山口調整池は、ダ
ム情報未公開

福岡県企業局 松瀬 未公開 未締結

九州電力 夜明、地蔵原、高瀬川 未公開 未締結

鳥栖市 河内 未公開 未締結

筑紫野市 水呑 未公開 未締結

■ダム情報公開、協定締結状況（R1年12月末時点） 参考④


